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2012年地方公務員賃金等の労働条件に関する申入れ

　貴職の地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。
　東日本大震災からの復旧・復興、福島第一原発事故の早期収束や除染対策への対応など、被災自治体の職員と国及び全国の自治体から派遣された職員は、懸命な努力を続けています。
　この間、多くの地方自治体では厳しい財政危機を乗り切るため、職員賃金の独自削減や定員削減を行ってきました。各地方自治体の労働組合は、賃金の独自削減などについて、厳しい地方財政の現状を踏まえ真摯に対応してきました。また、2005年から2010年の間、総務省が主導した集中改革プランにより、各地方自治体は急激な定員純減を行いました。その中にあっても、安心・安全で、質の高い公共サービスを提供するために、高い使命感と責任をもって日々の職務に精励してきました。
　私どもは、このような職員の努力に十分に報いる賃金・労働条件の改善や、ILO勧告をみたした労働基本権の確立と民主的公務員制度改革の早期実現をめざして取組みを進めてきました。しかしながら、連合からの再三の要請があったにも関わらず、第180通常国会において地方公務員制度改革関係法案の国会提出がなされなかったことは、私どもとの信頼関係を蔑ろにした重大事であると言わざるを得ません。
　貴職におかれましては、私どもとの十分な交渉・協議のもと、下記事項の実現に向けて努力されるよう申し入れます。

記

１．地方公務員の自律的労使関係制度に関わる地方公務員法改正案等の早期閣議決定、成立をはかること。

２．地方公務員の給与決定について、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自己決定が尊重されるよう対応すること。特に、国家公務員の給与改定・臨時特例法に基づく臨時特例減額が地方公務員給与へ波及しないよう特段の対応を行うこと。

３．公営企業および技能労務職員の賃金については、当該職員に労働協約締結権が保障されていることを踏まえ、労使交渉に基づく自主的・主体的決定を尊重すること。

４．地方公務員の雇用と年金の確実な接続と生活できる給与の確保を実現するため、国に遅れないよう制度設計を進めること。それにあたっては、地方公務員の実情を踏まえたものとなるよう地方公務員部会との十分な交渉・協議の場を設けること。

５．臨時・非常勤職員の任用や処遇改善に関わっては、以下の実現をはかること。
　(1) パートタイム労働法の趣旨、労働契約法の改正の動向を十分踏まえた法整備の実現をはかること。
  (2) 勤務実態や勤務時間に着目し、常勤の職員に該当すると見なされる臨時・非常勤職員には諸手当支給は違法ではないとした司法判断を尊重した対応を行うこと。
  (3) 専門的な知識と実務経験の積み重ねが必要とされる公共サービスに従事する臨時・非常勤職員の任用や処遇改善に関わって、「地方消費者行政の持続的な展開とさらなる充実・強化に向けた支援策についての建議」等で指摘されたことを参考にし、必要な対応を行うこと。

６．地域の公共サービスの質の維持・向上をはかることに留意した定員管理を行うよう各地方自治体に求めること。

７．東日本大震災の被災地で勤務する地方公務員の労働安全衛生体制の充実を一層はかること。


